
令和5年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業
●令和5年度南風原町交付限度額　262,922千円 単位：千円

No 交付金事業の名称 事業概要 担当課 事業費 成果目標 感染防
止対策

経済的
影響軽
減策

その他
(人的
支援
等)

1
電力・ガス・食料品等価格高騰低
所得世帯支援給付金
【低所得者世帯給付金】

　コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴い、
特に家計への影響が大きい非課税世帯等へ１世帯当たり３万
円を支給し低所得世帯を支援する。

こども課 112,770

エネルギー・食料品価格等の物価
高騰の影響を受けた全ての対象世
帯（令和５年度分の住民税非
課税世帯3,933世帯、家計急変
世帯30世帯）へ給付

○

2 電力・ガス・食料品等価格高騰低
所得世帯支援給付金（事務費）

　コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴い、
特に家計への影響が大きい非課税世帯等へ１世帯当たり３万
円を支給し低所得世帯を支援するにあたっての事務経費。

こども課 13,427

エネルギー・食料品価格等の物価
高騰の影響を受けた全ての対象世
帯（令和５年度分の住民税非
課税世帯3,933世帯、家計急変
世帯30世帯）へ給付

○

8 コロナ禍における学校給食費支援
事業

　長引くコロナ禍の影響下で、物価高騰が家計を直撃している現
状を踏まえ、子育て世帯の経済的負担軽減を図るため、５か月
分の学校給食費全額を支援する。

教育総務課 90,590

物価高騰に係る子育て世代の負
担軽減を図るため、小学校児童
2,547人、中学校生徒1,088
人、幼稚園児(通常）301人、幼
稚園児（副食費免除）193人の
給食費（令和５年度分）５か
月分について給食費を負担ゼロと

○

9 地域産業支援事業
　新型コロナウイルス感染症の影響に加え、物価高騰の影響を受
ける事業者の事業継続を支援するため、南風原町物価高騰緊
急支援金を支給する。

産業振興課 16,120 支援金給付160件 ○

10 農業者肥料購入支援事業

　長引く新型コロナウイルス感染症の影響に加え、肥料価格高騰
の影響を受けている町内の生産農家等に対し、肥料価格高騰分
の15％を補助することで、営農意欲の向上と農業経営の安定化
を図る。

産業振興課 2,050
対象農家に対する補助対象32品
目の価格高騰額の15％の負担軽
減

○

11 農業用敷草購入支援事業

　長引く新型コロナウイルス感染症の影響に加え、敷き草価格高
騰の影響を受けている町内の生産農家等に対し、敷き草価格高
騰分を補助することで、営農意欲の向上と農業経営の安定化を
図る。

産業振興課 1,320 対象農家に対する補助対象４品目の価格高騰額の負担軽減 ○

12 畜産農家経営支援対策事業
　長引く新型コロナウイルスの社会的影響に加え、飼料価格高騰
の影響により経営が逼迫している畜産農家を緊急的に支援するこ
とによって、経営の安定化を図る事業。

産業振興課 4,999 高騰した飼料の町内畜産業者の購入負担約20％軽減 ○
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13 自治会エネルギー高騰支援事業

　コロナ禍におけるエネルギー等の価格高騰による影響を受けた町
内各自治会の負担軽減を図るため、電気料金及びガス料金の高
騰分に相当する額に活用し、安定的な自治会運営が図れるよう
支援を行う。

総務課 2,760

町内２０自治会へ光熱費価格
高騰分を補助金として給付するこ
とによって、自治会の負担軽減、円
滑・安定的な運営を図る。

○

14 学校施設エネルギー高騰対策事業 コロナ禍におけるエネルギー等の物価高騰による影響を受けている
ことから、学校施設の負担軽減を図るための対策を実施する。 学校教育課 15,354

10学校施設における光熱水費価
格高騰支援により、円滑・安定的
な学校運営を図り、住民生活に影
響ゼロとする。

○

15 南風原文化センターエネルギー高騰対策事業

　コロナ禍におけるエネルギー等の価格高騰の影響を受けた町立
文化センターの負担軽減を図るため、電気料金高騰分に相当す
る額に活用し、利用者が安心して利用できるよう、施設運営の安
定化を図る。

生涯学習文化
課 738

町立文化センターに対する光熱水
費価格高騰支援により、円滑・安
定的な施設運営を図り利用料の
増額負担をゼロとする。

○

16 中央公民館センターエネルギー高騰対策事業

　コロナ禍におけるエネルギー等の価格高騰の影響を受けた町立
中央公民館及び併設する図書館の電気料金高騰分に相当する
額に活用し、利用者が安心して利用できるよう、施設運営の安定
化を図る

生涯学習文化
課 1,396

町立中央公民館に対する光熱水
費価格高騰支援により円滑・安定
的な施設運営を図り、利用料の増
額負担をゼロとする。

○

17 黄金森公園陸上競技場エネルギー高騰対策事業

　コロナ禍におけるエネルギー等の価格高騰の影響を受けた黄金
森公園陸上競技場の電気料金高騰分に相当する額に活用し、
利用者が安心して利用できるよう、施設運営の安定化を図る。

教育総務課 832

黄金森公園陸上競技場に対する
光熱水費価格高騰支援により、
円滑・安定的な施設運営を図り、
利用料の増額負担をゼロとする。

○

18 公立保育所及び児童館エネルギー高騰対策事業

　コロナ禍におけるエネルギー等の価格高騰の影響を受けている公
立保育所及び児童館の電気料金高騰分に活用し、利用者が安
心して利用できるよう、施設運営の安定化を図る。

こども課 507

１町立保育所・４児童館に対す
るｌ光熱水費価格価格高騰支援
により、円滑・安定的な施設運営
を図り、住民生活に影響ゼロとす
る。

○

19 ちむぐくる館エネルギー高騰対策事業

　コロナ禍におけるエネルギー等の価格高騰の影響を受けたちむぐく
る館（総合保健福祉防災センター）の電気料金高騰分に相当
する額に活用し、利用者が安心して利用できるよう、施設運営の
安定化を図る。

国保年金課 1,102

ちむぐくる館に対する光熱水費価
格高騰支援により、円滑・安定的
な施設運営を図り、利用料増額
０円

○

20 公園エネルギー高騰対策事業

　コロナ禍におけるエネルギー等の価格高騰の影響を受けた公園
施設の負担軽減を図るため、電気料金高騰分に相当する額に活
用し、利用者が安心して利用できるよう、施設運営の安定化を図
る。

都市整備課 159

５公園施設に対する光熱水費価
格高騰支援により円滑・安定的な
施設運営により住民福祉に影響ゼ
ロとする。

○



No 交付金事業の名称 事業概要 担当課 事業費 成果目標 感染防
止対策

経済的
影響軽
減策

その他
(人的
支援
等)

21 公営企業エネルギー高騰対策事業
　コロナ渦におけるエネルギーの価格高騰の影響を受けている公営
企業の施設（神里汚水処理場）の電気代高騰分に活用し、施
設運営の安定化を図る。

区画下水道課 390

公営企業に対する価格高騰対策
支援　により円滑・安定的な運営
を図り、住民生活に影響ゼロとす
る。

○

22 保育所等食材料費負担軽減事業

　コロナ禍において物価高騰等に直面する中、保護者に新たな負
担を課すことなく、保育所においてはこれまでどおりの栄養バランスや
量を保った給食が実施されるよう、また放課後児童クラブにおいて
は提供される軽食等の量・質が維持されるよう、食材料費負担軽
減のための補助を行う。

こども課 3,337 事業の対象施設において、利用者負担増をゼロにする。 ○

23 保育所等給食費支援事業
　長引くコロナ禍において物価高騰等が家計を直撃している現状
を踏まえ、保育所の食事代の保護者負担分を補助し、子育て世
帯の経済的負担軽減を図る。

こども課 12,784

物価高騰に係る子育て世帯への
負担軽減を図り、３歳から５歳の
保育園児のいる世帯を支援し、経
済的負担増による住民への影響を
ゼロとする。

○

24 学校保健特別対策事業費補助金

（感染症流行下における学校教育活動体制整備事業）
　コロナ禍において、各小・中学校が感染症の影響を最小限に止
めつつ学校教育活動を継続できる環境を維持するために、学校に
おける効果的な換気対策に係る取組を実施する。

学校教育課 352

各小中学校に通う児童生徒の活
動を制限せずに教育活動を継続
する体制を確保するため、換気対
策整備を整え感染率を1割程度に
抑える

○

25 子ども・子育て支援交付金
（新型コロナウイルス感染症に係る事業継続支援事業）
コロナ禍において事業所が感染症対策を徹底しつつ、事業を継続
的に提供するための支援を行う。

こども課 2,184 事業実施施設でのクラスター発生件数0件 ○

26 保育対策事業費補助金

（保育環境改善等事業(新型コロナウイルス感染症に係る保育
所等事業継続支援事業)）
事業所が感染症に対する強い体制を整え、感染症対策を徹底し
つつ、事業を継続的に提供していくための支援を行う。

こども課 4,825 事業実施施設でのクラスター発生件数0件 ○

合計 287,996


